
IFRS（国際会計基準）に準拠しています。

2022年度のデジタルサービス分野の売上高は、前年度に比べ15.6％増加し1兆6,504億円
となりました。オフィスサービス事業は、ICT商材不足により営業活動や関連したサービスの
販売に影響が出たものの継続的に成長しました。オフィスプリンティング事業においても、部
材逼迫や中国におけるロックダウンなどによる製品供給遅れの影響を受けましたが、当年度
末にかけてA4複合機などの供給不足が改善し、A3複合機を含めた一括商談時の納入が進む
など、ハードウェア売上高は前年度に対し増加しました。また、ノンハードウェア売上高は想定
よりも緩やかな回復となりました。加えて、海上運賃などのコスト上昇があったものの、価格
転嫁を含むプライシングコントロール(売価政策)や保守サービス体制の改革など利益改善策を
実施しました。その結果、営業利益は282億円となり、前年度に比べて120億円増加しました。

2022年度のデジタルプロダクツ分野の売上高は、前年度に比べ16.7％増加し4,403億円と
なりました。部材不足や中国での新型コロナウイルス感染症対応でのロックダウンや感染者増
加により、⼯場の稼働に影響が出たものの、柔軟な生産施策を展開し、生産が回復したことで
前年度に比べ増収となりました。当年度末にかけて一時的にA4複合機の出荷割合が増加した
ことによる利益率低下や、継続する部材価格高騰などに対し、ものづくり体質強化による原価
改善活動などにより利益を確保しました。営業利益は315億円となり、前年度に比べ99億円
の減益となりました。なお、前年度に計上した米国⼦会社の土地売却益などを含めた一過性
要因を除くと、実質的に横ばいとなります。

2022年度のグラフィックコミュニケーションズ分野の売上高は、前年度に比べ25.5％増加し
2,348億円となりました。商用印刷事業では、欧米の経済活動の回復により、売上高が増加し
ました。部材不足の影響を受けましたが、代替部品を市場調達するなど生産数量の確保に努め、
プロダクションプリンターの販売が増加しました。ノンハードウェアはコロナ禍以前の水準まで
売上高が回復しました。産業印刷事業では、主力市場である中国でロックダウンによる経済活
動停滞の影響を受けましたが、インクジェットヘッドの売上高は好調に推移しました。営業利益
は、商用印刷事業において代替部品の調達による原価上昇が利益を圧迫しましたが、売上高
の回復、開発・生産・サービス活動の改善と為替の円安影響などにより145億円となり、前年
度に比べ150億円の増益となりました。

2022年度のインダストリアルソリューションズ分野の売上高は、前年度に比べ14.0％増加し、
1,163億円となりました。サーマル事業ではエネルギー価格や原材料価格・輸送費などのコス
トアップが継続しましたが、価格転嫁を含めたプライシングコントロール(売価政策)を機動的
に実施して影響を吸収しました。また、剥離紙を使用しないラベルの販売や、欧米での物流・
流通需要が拡大し増収となりました。産業プロダクツ事業では、中国のロックダウンによる自
動車関連顧客の減産影響などを受け、減収となりました。営業利益は、プライシングコントロー
ルによる利益の確保の効果もあり、前年度に比べ16億円増加し31億円となりました。

2022年度のその他分野の売上高は、PFUの買収などにより前年度に比べ259.3％増加し、
1,277億円となりました。また、創薬支援事業ではElixirgen Scientific Inc.への追加投資を
実施、社会インフラの点検サービスでは実証実験や案件開拓など事業化に向けた活動推進など、
新規事業の創出に取り組んでいます。これらの活動を含めた新規事業創出のための先行投資
などにより、営業損益は32億円の損失となりましたが、PFUの買収やカメラ事業の収益改善
による貢献により、前年度に比べ122億円改善しました。

全世界に広がる顧客基盤をベースに、世界トッ
プクラスのシェアを有するオフィス向け複合機・
プリンターなどの画像機器および消耗品の販
売をはじめ、お客様のワークフロー全体の変革
や働き⽅改革を支援するIT関連ソリューション、
さまざまな経営課題や生産性向上をデジタルで
解決するサービスを提供する事業を展開

世界トップクラスのシェアを有するオフィス向け
複合機をはじめ、プリンターなどの画像機器、
さらにデジタルによるコミュニケーションを支え
るエッジデバイスを開発・生産（OEM含む）

商用印刷事業： 印刷業を営むお客様を中心に、
多品種少量印刷に対応可能なデジタル印刷関
連の製品・サービスを提供

産業印刷事業： 建材・家具・壁紙・サインディス
プレイ・服飾品生地など、多種多様な印刷を可
能とする産業用インクジェットヘッド・インク
ジェット用インク・産業用プリンターなどを製造・
販売

サーマル事業： 食品用のPOSラベル・バーコー
ドラベル・配送ラベルなどに利用されているサー
マルペーパー・衣料品の値札・ブランドタグ・チ
ケットなどに使われる熱転写リボンを製造・販売

産業プロダクツ事業： 光学技術や画像処理技
術を活かした精密機器部品などを提供

PFU： イメージスキャナー・エンベデッドコン
ピュータなどのハードウェアやITインフラ構築、
他企業と提携したマルチベンダーサービスなど、
ICTに関する製品・サービスを提供

新規事業： Smart Vision事業、PLAiR事業、ヘ
ルスケア事業、社会インフラ事業、環境技術や
環境事業の創出など、新たな事業機会の拡大
デジタルカメラ関連事業、関連会社が独自に事
業拡大を行っている事業なども含む

リコーデジタルサービス

リコーデジタルプロダクツ

リコーグラフィックコミュニケーションズ

リコーインダストリアルソリューションズ

その他

事業報告主要な事業内容

*  2021年4月1日より社内カンパニー制を導入し、事業
の種類別セグメントを変更

旧開示区分

オフィスサービス

オフィス 
プリンティング

商用印刷

産業印刷

サーマル

産業プロダクツ

現開示区分

リコーデジタルサービス

リコーデジタルプロダクツ

リコーグラフィック
コミュニケーションズ

リコーインダストリアル
ソリューションズ

RDS

RDP

RGC

RIS

  リコーデジタル 
プロダクツ

 4,403億円 17.1%

  リコーグラフィック 
コミュニケーションズ

 2,348億円 9.2%

  リコーインダストリアル 
ソリューションズ

 1,163億円 4.5%

 その他
 1,277億円 5.0%

2022 年度業績ハイライト

*  売上高は、外部顧客向けおよび事業分野間を含む。

地域別売上高

事業別売上高

	リコーデジタルサービス
 16,504億円 64.2%

ビジネスユニット別事業報告

2022年度

2022年度

 欧州・中東・アフリカ
 5,464億円
 25.6%

 その他
 1,829億円
 8.6%

 日本
 8,039億円
 37.7%

 米州
 6,008億円
 28.1%

売上構成比

64.2%

16,504億円

2021年度 2022年度
0

(億円)
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（前年度比 15.6％増）

282億円
営業利益

（前年度比 74.5％増）

UP
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売上構成比

17.1%

4,403億円

2021年度 2022年度

売上高

（前年度比 16.7％増）

315億円
営業利益

（前年度比 24.0％減）

UP
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0

売上構成比

9.2%

2,348億円

2021年度 2022年度

(億円)

1,870
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0

2,348

145

売上高

（前年度比 25.5％増）

145億円
営業利益

UP

UP

売上構成比

4.5%

1,163億円
(億円)

15

1,163 売上高

（前年度比 14.0％増）

31億円
営業利益

（前年度比 109.4％増）

UP

UP

2021年度 2022年度

(億円)
1,020

0
31

売上構成比

5.0%

1,277億円
(億円)

-155

1,277 売上高

（前年度比 259.3％増）

-32億円
営業損失

UP
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(億円)
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0
-32
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